
（別記第１号様式）

公益財団法人　北海道市町村振興協会

　理事長　　振　興　太　郎　　様

申請者

１

２

３ 金 円

４ 別 紙 の と お り

先 駆 的 調 査 ・ 実 証 プ ロ ジ ェ ク ト 推 進 事 業

助 成 申 請 書

令和 ○ 年 ○ 月○○日

事 業 名

○○郡△△町字本町１２３番地

事 業 概 要

記

　次のとおり助成金の交付を受けたいので関係書類を添えて申請します。

5,000,000

事業に要する経費

市町村名

助 成 申 請 額

△△町

円

△△町・××村○○調査研究事業

金

所 在 地

8,000,000

市町村長名

（市町村が負担する額）

△△町長　○　島　○　夫

申請者は市町村のみ
（広域事業は代表市町村）

事業費の総額を記載すること。

助成対象経費のうち、助成申請金額の上限５００万円
（１万円未満切捨て）以内で記載すること。

記載例（広域事業）

申請年月日を必ず記入すること。



（　別　紙　）

(単独・広域)     (新規・継続) 

※　網掛けの項目は、別記第1号様式より、自動入力されます。 （単位：千円）

〒

℡：

自 ～ 至

１　事 業 の 概　要

※　参考資料がある場合は添付すること。

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○　○○○
○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○
・実施時期　　○○年○月○日～○○年○月○日
・実施場所　　○○○○○○○○○○○○○○○

 (4) その他

市町村名

7,500

事業費

△△町長　○　島　○　夫

5,000

その他

　　 令和５年度　先駆的調査・実証プロジェクト推進事業概要

8,000

助　　　成
対象経費

一般財源
事　業　内　容

○○調査研究事業 8,000

財源内訳

その他特記事項

※市町村の歳出予算
措置状況（済・未（　月
議会予定）

調査研究事業

000-00-0000主査

kikaku@sannkaku.hokkaido.lg.jp

実 施 期 間

8,000

R5.6.1  (1) 事業の先駆性

 (2) 他の地域のモデル性

（内容）

△△町・××村○○調査研究事業

政 策 課 題

R6.1.31 ※２月末日までに終了する事業が対象

○○調査研究会

調査研究会の有無

（１）少子・高齢化対策の推進
２　事業の効果

有　　　・　　　無

担当部署

職･氏名･℡

事　業　名
(内、先駆的調査・実証プロジェクト推進事業助成金）

事業の種類

総務課企画室地域振興係 （市町村の担当部署を記載してください。）

０００－００００ ○○郡△△町字本町１２３番地

氏名：職： □川　○行

e-mail

会の名称

設立年月日

市町村長氏名

所 在 地

 (3) 今後の事業展開

7,5008,000計

※本事業の前年度助
成金交付状況（単位：
万円）

△△町

（目的）　

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○を目的として実施する。

　　　　　　令和５年６月１日（設立予定を含む。）

規約等の有無  有   ・  無     （有の場合、規約等を添付すること。）

記載例（広域事業）

市町村が負担する金のみを記載すること。

政策課題（１）～（６）のうち、

該当項目を選択すること。

現状の課題と、その解決のための目的を記載すること。

事業の具体的な内容や実施時期、実施場所等を記載すること。

助成金額は、一般財源の内数で記入すること。
※記載例の場合、助成申請額上限の、5,000千円となります。

調査研究事業又は実証事業（実証
実験等を記載すること。

上記「政策課題」に対する本事業の目的、事業内容等を記載
すること。

本事業の先駆性や、他市町村のモデル性、今後の事業展開に
ついて具体的に記載すること。
その他には、事業の特色やアピール点があれば記載すること。

その他特記事項には、市町村の歳出の予算措置状況
等を記載すること。
なお、本助成金は原則として当該事業費が当該年度
当初予算で措置されている又は措置される見込みで
ある必要がある。

前年度に助成金の交付を受けている場合は
記載すること。（新規事業の場合は無記入。）

設立予定の場合は、無としてください。
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（付表１）

事業名  △△町・××村○○調査研究事業

市町村名　△△町
（収入） （単位：円）

予算科目等 予算額 摘要

一般財源 8,000,000 △△町5,00,000円、××村3,000,000円

その他 0

合　　計 8,000,000

（支出）

予算科目等 予算額 摘要

報償費 300,000 調査研究会謝礼金（学識経験者等）20,000円×５名×３回

旅費 100,000 会員旅費5,000円（往復）×5名×３回、打合せ職員旅費等25,000円

需用費 300,000 事務消耗品150,000円、パンフ印刷費150,000円（15,000枚）

役務費 50,000 郵便料等

備品購入費 500,000 備品購入　500,000円　【対象外経費】

委託料 6,750,000 〇〇調査研究業務委託 6,750,000円

合　　計 8,000,000

※摘要欄には各経費の積算内容を記載すること。

　上記のとおり歳出予算案を提出することを確約します。

令和○年○月○日
△△町長　　　○　島　　○　夫　　　　　　　　　　印　　

　　令和５年度　先駆的調査・実証プロジェクト推進事業  収支予算書

※　網掛けの項目は、別記第1号様式より、自動入力されます。

摘要欄はできるだけ詳しく記載すること。

食糧費・賃金及び職員費・備品購入費・修繕費・工事請負
費等の助成象外経費は、摘要欄に対象外経費と明記する
こと。

記載例 （広域事業）

各市町村の負担額を記載すること。

申請時には助成決定は行っていないため、当協会の助
成金は収入に含まれません。

※予算未措置の場合は、市町村長印（公印）を押印し、確約すること。



（付表3）

※　網掛けの項目は、別記第1号様式より、自動入力されます。

事業名  △△町・××村○○調査研究事業

項　　　目 　　　年度事業内容（１年目） 　　年度事業内容（２年目）

現状分析・課題抽出
○○○○による現状分析を実施。分析結果から○○○○に
よる課題抽出を行う。

○○調査
○○地区において、○○を活用し、○○の現地調査を行う。
調査により○○、○○のデータを収集する。

○○調査
○○地区において、○○を活用し、○○の現地調査を行う。
調査により○○、○○のデータを収集する。

△△地区において、△△を活用し、△△の現地調査を行う。
調査により△△、△△のデータを収集する。

○○検証 ○○のテスト走行を行い、○○について検証する。 △△のテスト走行を行い、△△について検証する。

○○調査研究
○○調査、○○検証から得られた結果を基に、○○○○の
ための○○調査研究を行う。

全ての調査、検証から得られた結果を基に、○○○○のた
めの○○調査研究を行う。

評価・発展 当事業の評価を行い、今後の展開の提案を行う。

　　令和５年度　先駆的調査・実証プロジェクト推進事業  年度別事業対比表

記載例 （広域事業）

※ ２カ年度の事業の場合に作成してください。
※ 年度ごとの事業内容の違いが分かるように記載すること。


